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1 研究の背景と目的                 

近年，郊外型居住に対するニーズの増加などによって，

地方都市における郊外化や中心市街地の空洞化が問題と

なっている。そこで，2006 年に「まちづくり三法」が改

正され，認定中心市街地活性化基本計画（以下，基本計

画）が策定された。基本計画は，フォローアップをする

ことが義務付けられている 1）。しかしその報告だけでは，

目標未達成の要因究明が十分であるとはいいがたい。そ

のため，基本計画の計画策定側である行政の意見に加え，

民間事業者側の意見を精査することが必要であると考え

られる。また，2006 年以降，”中心市街地の居住人口の

回復を図ることは、市街地内の余剰空間が有効利用され

ないことによる投資効率悪化への対策と考えられる 2）”と

されており，新たに［まちなか居住の推進］が重点的な

支援の対象に追加された。居住人口が回復することによ

って、多様な都市機能の需要が高まり，それらが集積し

た市街地の形成につながると考えられる。    

そこで本研究では，「居住人口推進事業」を主に取り組

んだが，目標達成ができなかった都市を対象にケースス

タディを行う。そこで，都市特性とヒアリング調査より

得られる基本計画事業に関する知見を分析することで，

基本計画の目標未達成要因を明らかにする。 

2 研究の方法                     

 本研究では，既往研究 3）により分類された 4類型におい

て，各類型の中から類型の傾向を顕著に表し，目標達成 

率注 2）が低い都市を抽出する。次に，抽出された都市を対 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

象にケーススタディを行う。ヒアリング調査を行い，そ

の結果と都市特性をもとに SWOT 分析を行い，目標未達

成要因を明らかにする。 

3 研究対象都市の抽出方法と特性           

3.1 研究対象都市の抽出方法 

 本研究では，居住人口推進事業を主要に行っている類

型を対象にケーススタディを行う。ケーススタディの対

象として研究対象都市を以下の方法で抽出した。 

まず，既往研究より抽出された 55 都市において，各類

型の事業傾向を顕著に表し，目標達成率が低い都市を抽

出した。その中から，居住人口促進事業を主要に行って

いる【居住人口整備型】：A 市と【商業・居住連携型】：D

市をケーススタディの対象とした。 

以下からは，A市とB市の目標達成率，都市機能，実施

主体分担率，基本計画事業の進捗状況等の関係性をみて

いく（図 1）。 

3.2 基本計画範囲内の主要施設立地と目標達成率の関係 

A 市は「中心市街地の人口」等，3 つの目標指標を設定

しており，平均目標達成率は 66.1%と，全国平均目標達成

率（94.1%）より約 30%低いことが分かる。また，計画区

域は 2 つの鉄道駅に囲まれている。しかし，旧市街地から

離れた場所に位置している。B 市は「居住人口」等，3 つ

の目標指標を設定しており，平均目標達成率は 82.7%と全

国平均よりも低い。また，計画区域内には JR 駅と路面電

車の停留所があるが，互いに連結せずに点在している。 

以上のことから，目標達成率の低さは，交通結節機能

の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1 研究対象都市の特性 
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強化が不十分であることが関係すると考えられる。 

3.3 基本計画事業の実施主体分担率と目標達成率の関係 

 基本計画事業の実施状況を把握するため，実施主体分

担率をみていく。既往研究より，全国的に行政主体の事

業が約 50%であり，行政と民間は同程度で事業を行って

いる 3）。一方，A 市の実施主体分担率は，民間主体である

ソフト事業の割合が 35%と最も高く，民間主体または官

民連携で行っている事業が，基本計画事業の約 60%を占

めている。また，B 市の実施主体分担率は，行政によるソ

フト事業の割合が 38%と最も高い。しかし，B 市は事業数

（全 77 事業）が多いなか注 4），民間主体または官民連携で

行っている事業が，基本計画事業の約 45%を占めている

ことが確認された。以上のことから，両都市において，

民間主体または官民連携とする事業が多い傾向にあった。 

3.4 基本計画事業の進捗状況と目標達成率の関係 

 進捗状況をみていくと，A 市の基本計画終了時（2012

年 3 月）の事業進捗状況は，民間主体であるソフト事業の

採算が合わない等を理由に，主に民間主体の 4事業（6.3%）

が未着手である。B市の基本計画終了時（2013年 3月）の

事業進捗状況は，新幹線延伸の延期等により 38 事業

（49.4%）が未完了，民間事業者の倒産等により，主に民

間主体の 9 事業（11.7%）が未着手である。以上のことか

ら，民間主体である事業の未着手が目標達成率の低さに

関係すると考えられる。 

4 研究対象都市のヒアリング調査の概要と結果        

 目標未達成要因を把握するため，官民双方にヒアリン

グ調査を行い，SWOT 分析を行った注 5）。 

4.1 ヒアリング調査の対象 

 ヒアリング調査の対象は，基本計画事業の企画・立案

等を行っている中心市街地活性化協議会注 6）の構成員とす

る。計画策定側として行政，民間事業者側として，商工

会議所または民間組織を対象にヒアリング調査を行った。 

4.2 研究対象都市のヒアリング調査の結果        

ヒアリング調査の結果を SWOT 分析し，「居住人口」の

目標未達成要因の，内的要因（弱み）と外的要因（脅威） 

 に着目してみていく（図 2）。A 市の目標未達成要因とし

て，フォローアップでは，マンション建設事業の入居者

が想定と異なり，単身世帯が多かったことが示されてい

る。ヒアリング調査では，住環境改善のために行われた

歩道などのインフラ整備事業は，旧市街地内に留まって

いたことが，駅との回遊性にはつながらなかったことが

挙げられた。B 市の目標未達成要因として，フォローアッ

プでは，官民連携による駅前再開発事業が計画期間中に

内容変更したことにより，事業着手が遅れたことが要因

として示されている。ヒアリング調査では，中心市街地

内の交通結節機能を強化する事業が計画期間内に完了し

なかったことが挙げられた。また，マンション建設事業

は民間主体であり，事業進捗などの情報共有が不十分で

あったため，民間の経営難などに対する対応が遅れたこ

とが挙げられた。 

5 まとめ                      

 本研究では，居住人口推進事業を主要に行っている目

標未達成都市を対象にケーススタディを行うことで，目

標未達成要因を明らかにした。 

【居住環境整備型】：A 市は，鉄道駅と旧市街地間が離れ

ているが，交通結節機能の強化を図るためのインフラ整

備を行っていなかったことが要因として考えられる。実

施主体分担率から，民間主体によるソフト事業を多く行

っていたが，それぞれ単独で行っており，事業者間の事

業連携が不十分であったことが要因として考えられる。 

【商業・居住連携型】：B 市は，鉄道駅と路面電車の停留

所が離れている。そのため，交通結節機能化を図るハー

ド事業を行ったが，計画期間内に完了しなかったことが

要因であった。また，事業の未完了が多く，目標達成率

が低いことは，民間主体または官民連携とする事業が多

いことが関係していた。これは，事業化する前の事前調

査や事業進捗などの情報共有が行政と民間で不十分であ

ったことが要因として考えられる。 

以上のことから，「居住人口推進事業」を主に行う都市

において，交通結節機能の強化を図る事業と，事業進捗

などの情報共有不足が目標未達成要因として考えられる。 
【補注】 
注 1)【居住連携型】、【都市施設・交通整備型】、【文化観光推進型】、【商業・居

住連携型】の 4 類型に分類される。【居住連携型】の都市は、マンショ
ン、複合施設新築などのハード事業と空き店舗整備によるソフト事業が
連携し、居住人口を促進する傾向にある。【都市施設・交通整備型】の
都市は、駅周辺の建物や街路整備による公共整備を促進する傾向にある。
【文化観光推進型】の都市は、情報広報、文化拠点整備、イベントによ
る文化及び観光振興を促進する傾向にある。【商業・居住連携型】の都
市は、商業と居住人口を促進する傾向にある。 

注 2）目標数値÷最新値×100（％） 

注 3）①都市規模，②公共交通拠点有，③大規模商業施設有，④公共施設有 
⑤都市再生整備計画有 

注 4）認定中心市街地活性化基本計画を策定している都市の基本計画事業数の
平均は 64 事業である。（2016 年 5 月時点） 

注 5）要因を，内的要因（強み，弱み），外的要因（機会，脅威）に分け，分
析する方法 

注 6）中心市街地の活性化に関する法律 第十五条一項 
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